大企業の巨大な利益と内部留保は賃金引上げと課税（時限）を強化し、日本経済を回せ！第一回
[bookmark: _Hlk177042579]　９月２日財務省は令和５年度（2023年４月～2024年3月）の「法人企業統計」を発表しました。この財務省統計でも、大企業は莫大な利益を上げ、さらに空前の内部留保を積み上げていることが明らかになりました。東京国公と関東ブロック国公はこの大企業の利益と内部留保を、賃金引き上げと適切な課税で日本経済そのものを大きく回すことを政府と財界に求めます。
[bookmark: _Hlk177291311]２０２３年度「法人企業統計」より　その1　売り上げ＆利益
＊カッコ書きの数値は対前年度伸び率
資本金別
*金融保険を除く
*会社数は推計
売上高

営業利益
売上高営業利益率
経常利益
売上高経常利益率
全産業
2,991,782社
1633兆3314億円
（3.5％）
75兆5854億円
（19.5％）
4.6％
106兆７６９４億円
（12.1％）
6.5％
資本金10億円以上
4,688社
600兆３５７７億円
（0.1％）
43兆4661億円
（15.4％）
7.2％
63兆9560億円
（11.5％）
10.7％
資本金１億～10億円
26,151社
329兆9577億円
（10.0％）
15兆5431億円
（19.8％）
3.9％
17兆4204億円
（15.4％）
5.3％
資本金１千万～１億円
869,945社
540兆3982億円
（1.4％）
13兆4336億円
（5.7％）
3.5％
19兆9840億円
（7.3％）
3.7％
資本金1千万未満
2,090,998社
162兆6177億円
（11.8％）
3兆1426億円
*前年度マイナスなので算出できず
2.0％
５兆4090億円
（28.8％）
3.3％
以上からの特徴＝異常な大企業の利益
❶資本金10億円以上の大企業（全体の0.16％）が売り上げの36.76％、営業利益57.5％、経常利益の59.9％を占めています。
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❷大企業は対前年比で売り上げが0.1％しか伸びていないのに営業利益は15.4％も伸ばしています。　　

❷大企業の売上げ高営業利益率（売上高に対する営業利益の割合）7.2％、売上高経常利益率10.7％は突出した利益割合を示しています。

２０２３年度「法人企業統計」より　その2　利益剰余金の推移
*利益剰余金とは・・・企業活動で得た利益のうち、分配しないで社内で積み立てたお金のことです。内部留保の主要部分を構成します。私たちが論じる「内部留保」とはこの利益剰余金に資本剰余金と各種引当金を合計したものです。資本金10億円以上の内部留保は２３年度末では539兆３千億円、前前年度比で５.５％増え、２７.９兆円積み増しました。
＊カッコ書きの数値は対前年度伸び率
資本金別
*金融保険を除く
*会社数は推計
２０１９年度

2022年度
2021年度
2022年度
2023年度
全産業
2,991,782社
475兆
161億円
（2.6％）
484兆
364かくしゅ8億円
（2.0％）
516兆
4750億　円
（6.6％）
554兆
7777億円
（7.4％）
６００兆
9857億円
（8.3％）
資本金10億円以上
4,688社
237兆
5822億円
（1.5％）
242兆
728億円
（1.9％）
256兆
4249億円
（5.9％）
280兆
4059億円
（9.4％）
３０３兆
6720億円
（8.3％）
資本金１億～10億円
26,151社
70兆
8950億円
（1.9％）
71兆
1726億円
（0.4％）
79兆
4325億円
（11.6％）
85兆
8788億円
（8.1％）
90兆
6771億円
（5.6％）
資本金１千万～１億円
869,945社
153兆
5269億円
（4.9％）
153兆
908億円
（▼0.3％）
１６３兆
2408億円
（6.6）
167兆
4697億円
（2.6％）
184兆
4303億円
（10.1％）
資本金1千万未（満
2,090,998社
13兆
119億円
（▼0.2％）
18兆
286億円
（38.6％）
17兆
3768億円
（▼3.6％）
21兆
234億円
（21.0％）
22兆
2063億円
（5.6％）

財務省の財務総合政策研究所が年間及び４四半期ごとに「法人企業統計を調査」を発表しています。その内容の詳細を見れば、一部の大企業が労働者と下請け企業を踏み台に、巨大な利益を上げていることがよくわかります。

次回は経常利益の推移、労働生産性の推移、賃金総額の推移を掲載します。
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